
資料４

第３回試算結果、激変緩和措置等について

１ 試算の条件設定等
（１） 青森県における市町村国保財政の現況
（２） 平成30年度からの国保財政の仕組み
（３） 試算方法（イメージ）
（４） 試算の条件設定

２ 激変緩和措置
３ 試算結果



○普通調整交付金（７％）

市町村間の財政力の不均衡
等（医療費、所得水準）を調整
するために交付。

○特別調整交付金（２％）

画一的な測定方法によって、
措置できない特別の事情（災
害等）を考慮して交付。

調整交付金（国）

公費負担額

国 計 ： 34,300億円

都道府県計： 11,800億円

市町村計： 1,800億円

市町村への地方財政措置：16.9億円

○ 高額な医療費（１件80万円超）の発生

による国保財政の急激な影響の緩和を

図るため、市町村国保からの拠出金を

財源に、都道府県単位で負担を共有

事業規模：40.5億円
※ 国と都道府県は1/4ずつ負担

高額医療費共同事業

○ 低所得者の保険料軽減分を公費で
支援。

事業規模： 66.2億円
（都道府県3/4、市町村1/4）

○ 低所得者数に応じ、保険料額の一定

割合を公費で支援
事業規模： 33.8億円
（国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4）

○ 国保間の保険料の平準化、財政の

安定化を図るため、都道府県内の国

保の医療費について、各国保からの

拠出金を財源として、都道府県単位で

負担を共有 事業規模：396.4億円

保険財政共同安定化事業

前期高齢者交付金

○国保・被用者保険の65歳か
ら74歳の前期高齢者の偏在
による保険者間の負担の不
均衡を、各保険者の加入者数
に応じて調整。

保険料軽減制度

保険者支援制度

１（１） 青森県における市町村国保財政の現状
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財政安定化支援事業

50％ 50％

（９％）

142.5億円

調整交付金（国）

（32％）

299.9億円

定率国庫負担

保険料

（335.1億円）

都道府県
調整交付金

（９％）

82.8億円

保険財政共同
安定化事業

前期高齢者交付金

300.9億円

保険者支援制度

保険料軽減制度

高額医療費共同事業

医療給付費等総額： 1,298.4億円（平成27年度決算ベース）

法定外一般会計繰入
（決算補填等目的）

約10.4億円

※上記の公費及び保険料等には、後期高齢者支援金や介護納付金等に充てられる分を含む。
（医療給付費等総額（ 1,298.4億円）には含まれない。）



財政安定化支援事業

50％ 50％

（９％）

調整交付金（国）

（32％）

定率国庫負担

○ レセプト１件80万円以上の医療費を県
単位で共同負担（高額医療費共同事業
は廃止）

高額医療費共同負担

保険料

都道府県
繰入金
（９％）

保険財政共同
安定化事業○ 納付金の仕組みの導入により、

H29年度限りで事業廃止

保険財政共同安定化事業 前期高齢者交付金

保険者支援制度

保険料軽減制度

高額医療費共同負担

１（２） 平成30年度からの国保財政の仕組み

納付金の範囲
・保険料
・国特別調整交付金の一部
・都道府県繰入金（２号分）の一部
・保険者支援制度
・保険料軽減制度
・財政安定化支援事業

○ 都道府県単位で調整

前期高齢者交付金
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○１号分
県に留保し、医療給付費等相
当額から控除

○２号分
各市町村の特別な事情に要
する費用を措置

都道府県繰入金
（都道府県調整交付金）

○普通調整交付金（７％）
都道府県間の所得水準の調整

○特別調整交付金（２％）
全国レベルで調整すべき都道
府県及び市町村の特別な事情
等に対して措置

調整交付金（国）

①保険者支援制度の拡充（㉗～）
1,700億円

②保険者努力支援制度等（㉚～）
1,700億円

財政支援の拡充

特別調整交付金の一部

２号分の一部
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国・県
交付金

等

372億円

前期高齢
者交付金

422億円

医療給付費等の見込額（H29） 1,216億円
医療給付費 965億円
後期高齢者支援金 174億円
介護納付金 77億円

応能分
186億円

所得割

応益分
236億円

均等割＋世帯割

90
億
円

70
億
円

26
億
円

所得が高い市
町村ほど割合
が多くなる

80
億
円

120
億
円

36
億
円

被保険者数・
世帯数が多い
市町村ほど割
合が多くなる

１（３） 試算方法（イメージ）

１ 納付金総額の算定 ２ 所得水準を反映（所得係数β≒0.8（青森県））

医療給付費等の見込額（H29）から、国・県交付
金等及び前期高齢者交付金を控除し、県全体の
納付金総額を算定する。

納付金総額を、応能：応益＝0.8：１ に按分し、応能分は所得水準により、応益分は
被保険者数及び世帯数により、市町村ごとの納付金額（所得水準反映後）を算定。

※ 所得係数β≒0.8（青森県）は、全国平均を１とした場合の本県の所得水準

Ａ市 Ｂ市 Ｃ町

所得 被保険者数・世帯数 医療費水準

Ａ市 高 中 低

Ｂ市 中 多 中

Ｃ町 低 少 高

＜仮に、青森県が次のような３市町村で構成されていたとする。＞

186億円

236億円

0.8
（≒44％）

1
（≒56％）

所得係数β
による調整

納付金総額 422億円
（所得水準反映後）

170億円 190億円 62億円

（注）毎年、国・県交付金等及び前期高齢者
交付金の増減で納付金総額が変動する。
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３ 医療費水準を反映（医療費指数反映係数α＝１）
市町村ごとの〔納付金額の決定〕

４ 市町村ごとの〔保険料総額の算定〕

Ａ市 Ｂ市 Ｃ町

170×0.82＝140億円 190×1.11＝211億円 62×1.15＝71億円

応
能
分

応
益
分

市町村ごとの納付金額（所得水準反映後）に、医療費水準を反映させ、市
町村ごとの納付金額を算定する。

↓

＋4億円

▲30億円

※ 医療費指数反映係数α＝１は、医療費水準を全て反映させる係数

医療費指数：0.82

↓

＋21億円

↓

＋9億円

医療費指数：1.11 医療費指数：1.15

実態に近い標準保険料率とするため、市町村ごとの納付金額に保
健事業費等を加算し、保険者支援制度等を減算し、市町村が保険
料率を決定する際のベースとなる保険料総額を算出する。

保健事業費等
（加算分）

保険者支援制度等
（減算分）

加減算
総額

Ａ市 ５ ４０ ▲３５

Ｂ市 ３５ ３１ ＋ ４

Ｃ町 １３ ５０ ▲３７

応
能
分

応
益
分

Ａ市 Ｂ市 Ｃ町

140－35＝105億円 211+4＝215億円 71－37＝34億円

↓

↓
↓

▲ 35億円

▲37億円

＜保険料総額 354億円＞納付金総額（医療費水準反映後） 422億円

140億円

105億円

211億円

215億円

71億円

34億円

170億円

140億円

211億円

62億円

71億円

※加算分 ： 保健事業費、出産育児諸費、葬祭諸費等
※減算分 ： 保険者支援制度、特定健康診査等負担金、

財政安定化支援事業補助金等

190億円



平成28年11月 平成29年1月 平成29年７月

第１回試算
（仮係数）

第２回試算
（確定係数）

第３回試算
（確定係数＋一部更新）

対象予算
平成29年度予算ベース
（見込みのため過大）

平成29年度予算ベース
（実態に近い丈に縮小）

制度前提
現行制度

（市町村単位）
新制度

（都道府県単位）

追加公費 未反映 ほぼ反映（1,200億円）

内
訳

普通調整交付金 － 約300億円

暫定措置 － 約250億円

特別調整交付金 － 約100億円（子ども）

保険者努力（都道府県） － 約200億円

保険者努力（市町村） －
約300億円

（別途特調より200億）

平成29年11月 平成30年１月

第１回算定
（仮係数）

第２回算定
（確定係数）

平成30年度予算ベース

新制度を前提
（都道府県単位）

基本的に反映（約1,600億円）
※結核・精神、非自発分のみ未反映

約300億円 同左

約300億円 同左

約100億円（子ども） 同左

約500億円 同左

約300億円
（別途特調より200億）

同左

１（４） 試算の条件設定（第３回試算の概要）

○ 今回の試算は、国における「公費の在り方」の検討結果を踏まえ、新制度を前提に実施した。
追加公費（1,700億円）のうち一部（1,200億円）を反映させている。

○ 今回の試算において、激変緩和のシミュレーションを行った。
激変緩和とは、基準年度（今回は平成27年度）からの伸び率が、一定割合を超えた市町村に、国暫定公費(※)

及び都道府県繰入金を投入し、伸び率を一定割合に抑えるもの。
※ 国暫定公費とは、追加公費のうち一部（国の調整交付金。300億円程度）を暫定措置として激変緩和用に配
分したもの。

○ 平成29年11月には、残りの追加公費を反映して平成30年度の仮算定を実施する予定。
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１（４） 試算の条件設定

試算の前提条件

6

今回の試算は、平成２９年度に新国保制度が施行されたと仮定し、平成２９年度の国保事業費納付金等を試算した。

平成３０年度から追加される公費を、国の試算通知に基づき、次のとおり反映させた。

１ 追加した公費（県合計 1,372,192千円）

(1) 保険者努力支援制度（781,216千円）

(2) 国特別調整交付金（253,142千円）

(3) 特別高額医療費共同事業負担金（42,166千円）

(4) 激変緩和措置の国暫定公費の一部（295,668千円）

２ 追加していない公費（県推計 2,254,757千円以上）

(1) 保険者努力支援制度の一部 （約300,000千円）

(2) 国特別調整交付金の一部

○ 経営努力分（H28実績 1,434,781千円）ほか

(3) 県繰入金（２号分）の一部

○ 保険財政共同安定化事業（H28実績 469,976千円）ほか

(4) 激変緩和措置の国暫定公費（約50,000千円）
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３方式（所得割、均等割、世帯割）とする。
※ 対象となる被保険者数が多い。

標準的な保険料算定方式

納付金の配分方法

①「α（医療費指数反映係数）＝１」（市町村ごとの医療費水準を反映）とする。
※ 平成30年度から直ちに保険料水準を統一しない。

②「β（所得係数）≒0.8」（全国平均を１とした場合の青森県の所得水準）とする。
※ 市町村ごとの所得水準を反映させる。

高額医療費（１件80万円超のレセプト）の取扱い

高額医療費を共同負担する。
※ 財政規模の小さい市町村における納付金額の急増リスクを緩和する。

１人当たり保険料額の算定方法

今回は、収納率１００％及び各市町村の平均収納率（H25～H27）により試算している。

４方式の市町村に

３方式への変更を求める
ものではない
（市町村の判断による）

国の原則的な考え方の
とおり

医療給付費の増減による

財政への影響を緩和

収納率が向上すると

保険料額は低下

１（４） 試算の条件設定（整理済）
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激変緩和措置（一定割合を超える部分）

一定割合

医療分

後期分

介護分

基準年度
（今回はH27）

１人当たり納付金額
（又は保険料額）

医療分

後期分

介護分

推計年度
（今回はH29）

１人当たり納付金額
（又は保険料額）

２ 激変緩和措置

激変緩和措置は、１人当たり納付金額（又
は保険料額）で比較し、基準年度からの１年
当たり伸び率が、一定割合を超える市町村
に実施する。
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納付金額ベースとする。
※ 制度改革に伴う変化が直接反映されるのは納付金額ベース。

保険料額ベースでは、市町村ごとにバラツキのある保健事業費等の予算見込
額が反映され、公平性を欠く。

激変緩和措置の比較ベース

激変緩和措置の一定割合

「一定割合＝自然増等＋２％」を超える部分を激変緩和措置の対象とする。
※ 自然増等は、毎年度、医療給付費等により変動する。＋２％は固定する。

なお、今回の試算における自然増等は、１年間で、４％。

市町村間の公平性を重
視する。

国のガイドラインの範囲
内とする。

２ 激変緩和措置

（都道府県繰入金による）激変緩和措置の期限

法施行後、概ね６年程度以内を目安とする。

特例基金による激変緩
和措置（法定６年）との
均衡。

その他の激変緩和措置

法施行当初は、都道府県繰入金のほか、県の特例基金を重点的に活用する。
※ 多くの激変緩和措置が法施行当初に見込まれることへ適切に対応する。

具体的な活用計画は、平成３０年度仮算定結果を踏まえ、検討する。
※ 特例基金は、全国で３００億円程度。

新制度の円滑な施行を
目指す。

⇒ 上記４点は、国から新たな通知等が発出された場合、必要に応じ、再協議する。
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３ 試算結果

142.4%
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H27 H29(激変緩和前） H29（激変緩和後） 伸び率（激変緩和前） 伸び率（激変緩和後）

104%

（4%＝自然増等）

150%
円

１人当たり納付金額
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○ 激変緩和後の伸び率（黒の点線）は、最大でも１０６％程度で頭打ちとなっている。

⇒ 激変緩和措置により、激変緩和後の１人当たり納付金額（青）は、平成２７年度の額（緑）から、
一定の伸び幅にとどまっている。

○ 今回の試算では、激変緩和の対象は１２市町村、所要額は約７億５，０００万円。

○ 激変緩和の対象とならない市町村（黒の実線と点線の交点より右側の市町村）は、激変緩和後の伸

び率（黒の点線）が、激変緩和前の伸び率（黒の実線）を上回っている。
⇒ 激変緩和措置の財源は、全市町村で持ち合う形になるので、対象とならない市町村は、激変緩

和措置により、伸び率が上昇する。

保険料額は、上記の納付金額に、市町村ごとに保健事業費等を加算し、保険者支援制度による公

費等を減算して市町村が算定する。

試算結果

３ 試算結果
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○ 今回の試算は、激変緩和措置の検討等のために行ったもので、平成３０年度における納付金額及び

保険料額ではない。
⇒ 平成３０年度の納付金等は、平成２９年１１月に仮算定を、平成３０年１月に本算定を行う。

○ 保険料額は、保険基盤安定制度による保険料軽減前の額である。
⇒ 一般に公表されている保険料額（保険料軽減後）より、高めである。

○ 保険料額は、法定外一般会計繰入等前の額である。

○ 市町村ごとの医療給付費や被保険者の所得の増減などによっては、基準年度からの１人当たり納付

金額の伸び率は大きく変わることがある。

○ 今後の主な変動要因

・追加公費の反映
・医療給付費

・所得

・収納率
・過年度に概算払されている「前期高齢者交付金」等の精算額

留意点

３ 試算結果


